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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　ごみ処理や保育園・小学校など公共施設の管理運営に要する職員数が多いことが主な要因で、人件費に係る経常収支比率は、類似団
体平均と比べて1.4ポイント高い27.3%(対前年比△2.3)となっている。現在、行政改革の取組みにより職員数の削減に努めていることから、
数値は改善の方向にあるが、今後は、新たに策定する行財政改革アクションプランに基づき、一層の職員数の削減を図る。
【物件費】
　物件費に係るものは13.1%（対前年比+0.3）で、類似団体平均と比べて1.6ポイント低くなっている。今後、業務の民間委託等の取り組みに
より職員人件費から委託料（物件費）へ経費がシフトすることとなるため、事務事業評価及び公正かつ適正な契約により、委託等による効
果が最大限発揮できるよう努める。
【扶助費】
　扶助費に係るものは6.4%（対前年比+0.5）で、類似団体平均と比べて0.7ポイント高くなっている。扶助費は、年々増加傾向にあり今後も社
会保障制度改正等の影響を受けるが、町単独制度をはじめとして、社会経済情勢の変化や受益と負担の公平性などに照らし、適正な福
祉サービスの提供に努める。
【公債費】
　公債費に係るものは16.6%（対前年比△0.6）で、類似団体平均と比べて0.6ポイント高くなっており、特に公債費及び公債費に準ずる費用
の人口１人当たり決算額では、類似団体平均の値に対し15.7%上回っている。これは、性質別では補助費等に計上される一部事務組合負
担金のうち公債費相当額（対類似団体比124.1%）が、実質公債費比率の算定においては公債費に準ずる費用として合算されるためであ
る。
【補助費等】
　補助費等に係るものは18.6%で、類似団体平均と比べて6.1ポイントと大幅に高くなっているが、これは一部事務組合で行っているごみ焼
却場建設事業債の元利償還に伴う負担金によるものである。今後は、行財政改革アクションプラン及び事務事業等外部評価事業に基づ
き町単独補助金等の見直しを行い、補助費等の適正化に努める。
【その他】
　その他（繰出金・維持補修費）に係るものは9.4%（対前年比△0.1）で、類似団体平均と比べて4.1ポイント低くなっている。今後は、国民健
康保険特別会計や介護保険特別会計等の給付費等の伸びにより繰出金が増加すると予想されることから、特別会計での経費削減及び
保険料等の適正化と徴収率の強化に努め、繰出金の抑制を図っていく。また、施設の老朽化により維持補修費の増加も予想されることか
ら、施設の適正配置を推進するとともに長寿命化対策等、計画的な補修工事等を行い経費の削減に努める。
【普通建設事業費】
　普通建設事業費の人口１人当たり決算額が平成17年度に大幅に増加しているのは、ゆめ・プラザ那須（総合福祉センター）の建設を
行ったためである。これまで減少傾向にあったが本年度は国の経済対策に伴う交付金を活用した事業を実施したため332,239千円増の
1,434,505千円となり、類似団体平均と比較しても同程度となっている。今後も厳しい財政状況が続くと予想されるが、直面する大きな事業
にも取り組まなければならない状況であることから、健全財政を基調としつつ、那須町振興計画後期基本計画に基づき事業を推進する。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 2,271,567 82,321 61,270 34.4
賃金（物件費） 105,572 3,826 4,851 ▲ 21.1
一部事務組合負担金（補助費等） 496,072 17,978 7,222 148.9
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 142 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 2 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 75,841 2,748 2,943 ▲ 6.6
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 48,678 1,764 1,257 40.3
▲退職金 ▲ 243,786 ▲ 8,835 ▲ 6,426 37.5
合計 2,753,944 99,802 71,261 40.1

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 9.42 6.84 2.58
ラスパイレス指数 96.1 96.5 ▲ 0.4

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

1,233,436 44,699 36,685 21.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - 14 -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 175,429 6,358 10,622 ▲ 40.1
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

239,249 8,670 3,869 124.1

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

6,348 230 1,789 ▲ 87.1

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

161 6 10 ▲ 40.0

▲特定財源の額 ▲ 10,379 ▲ 376 ▲ 3,792 ▲ 90.1
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 876,483 ▲ 31,764 ▲ 28,613 11.0

合計 767,761 27,823 20,584 35.2

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

2,493,530 89,634 37.5 53,398 ▲ 10.8 48.3

うち単独分 1,980,222 71,182 47.7 34,793 ▲ 22.4 70.1

1,345,933 48,499 ▲ 45.9 41,759 ▲ 21.8 ▲ 24.1

うち単独分 725,831 26,154 ▲ 63.3 25,833 ▲ 25.8 ▲ 37.5

1,000,881 36,076 ▲ 25.6 36,358 ▲ 12.9 ▲ 12.7

うち単独分 478,000 17,229 ▲ 34.1 21,039 ▲ 18.6 ▲ 15.5

1,102,266 39,809 10.3 35,141 ▲ 3.3 13.6

うち単独分 498,160 17,991 4.4 20,483 ▲ 2.6 7.0

1,434,505 51,986 30.6 47,258 34.5 ▲ 3.9

うち単独分 618,627 22,419 24.6 27,842 35.9 ▲ 11.3

過去５年間平均 1,475,423 53,201 1.4 42,783 ▲ 2.9 4.3

うち単独分 860,168 30,995 ▲ 4.1 25,998 ▲ 6.7 2.6
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